
1.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

 　その他の有価証券・・・市場価格のないものは、取得価格による。 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

   最終仕入原価法による。

(3)固定資産の減価償却の方法

   定額法による。

(4)消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方式による。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）
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設備 9,586,837 0 894,518 8,692,319

設備 8,692,319

投資有価証券 178,382,900 2,903,450

財務諸表に対する注記

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

預金 62,116,398 35,000,238 97,116,636

基本財産

土地 2,750,000 0 0 2,750,000

建物 164,722,341 0 4,712,890 160,009,451

図書資料 13,572,309 479,817 0 14,052,126

什器備品 2,807,538 0 1,265,980 1,541,558

構築物 7,079,650 0 1,032,274 6,047,376

美術品 397,608,768 4,408,182 0 402,016,950

0 181,286,350

小　　　計 838,626,741 42,791,687 7,905,662 873,512,766

特定資産
50,949,609 473 50,950,082

小　　　計 50,949,609 473 0 50,950,082

合　　　計 889,576,350 42,792,160 7,905,662 924,462,848

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

預金 97,116,636 23,930,475) 73,186,161) 0)

土地 2,750,000 2,750,000) 0) 0)

建物 160,009,451 134,814,754) 25,194,697) 0)

図書資料 14,052,126 5,340,000) 8,712,126) 0)

什器備品 1,541,558 1,541,555) 3) 0)

構築物 6,047,376 5,408,399) 638,977) 0)

美術品 402,016,950 194,739,394) 207,277,556) 0)

投資有価証券 181,286,350 16,069,525) 165,216,825) 0)

小　　　計 873,512,766 393,286,421 480,226,345 0)

特定資産
50,950,082 50,947,676) 2,406) 0)

小　　　計 50,950,082 50,947,676) 2,406) 0 )

合　　　計 924,462,848 444,234,097 480,228,751 0 )

0)8,692,319)



4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

5.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物 277,787,707 113,816,548 163,971,159

什器備品 37,288,972 25,782,419 11,506,553

構築物 19,739,104 12,126,964 7,612,140

設備 46,001,163 22,940,029 23,061,134

合　　　計 380,816,946 174,665,960 206,150,986

内　　　　　容 金　額

経常収益への振替額
　　減価償却費計上による振替額 6,784,723

指定寄付金の使用による振替額 0

6,784,723

合　　　計 6,784,723

経常収益外への振替額 0

小　　　計 0

小　　　計


